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論文内容の要旨
植物遺伝資源は作物の品種改良や育種研究に不可欠で
ある。植物遺伝資源は長らく人類の共有財産と考えら
れ，育種や研究に自由に利用されてきた。しかし，1993
年に発効した生物多様性条約は植物遺伝資源への各国の
主権的権利を認めたため，自由な利用が阻まれることに
なってしまった。そこで，FAOでは重要な作物の植物
遺伝資源（食料農業植物遺伝資源，PGRFA）について
は，生物多様性条約の枠組みの中で交換と利用を促進す
る新たな制度作りが進められ，2001年に食料農業植物
遺伝資源条約（ITPGR）が採択された。わが国は
ITPGR第 12条 3項（d）の解釈において特許を取得で
きるか否か曖昧であるとして採択を棄権し現在も未加入
である。
本論文では，わが国が ITPGRに加入していない理由
となっている論点に対する見解を提案にするとともに，
ITPGRの国内実施措置を検討した。
1． 食料農業植物遺伝資源条約への加入を可能とする条
文解釈の提案
本章の目的は，採択棄権の最大の理由となった条文第
12条 3項（d）について，わが国の知的財産権制度との
整合性を検討することである。この結果，① PGRFA
は，遺伝子といった遺伝的機能単位を含めた植物体およ
びその部分と考えられる，②条文中の「多国間制度から
受領したそのままの形態で」という句は，前の句の「遺
伝的部分もしくは構成要素」を修飾する，③多国間制度
から受領した PGRFA から単離・精製された遺伝子は
発明に該当し，PGRFA に内包されていた元の遺伝子
「そのままの形態」ではない，④ PGRFAから単離・精
製した遺伝子の特許権は，その PGRFA の「円滑なア
クセス（取得の機会）を制限する知的財産権」に該当し
ない，と解釈できる。これらの解釈により，条文第 12
条 3項（d）は，わが国の知的財産権制度と整合し，
PGRFAからの DNA関連発明は，特許を取得できると
結論できる。
2． 食料農業植物遺伝資源条約の標準材料移転契約にお
ける金銭的利益配分に関する考察
ITPGRは，生物多様性条約の枠組みの中で標準材料
移転契約（SMTA）を用いた PGRFA へのアクセス促
進と利益配分を行う多国間制度を採用した。本章では，
わが国が ITPGRに加入する場合，SMTAによる金銭的
利益配分方式の運用上の問題点とその対応を検討した。
その結果，①多国間制度の対象となる PGRFA は，
（独）農業生物資源研究所ジーンバンクが保有するものが
最も条件に合致していると推察した。②多国間制度の利
益配分方式では，アクセスを制限する場合がある知的財
産権制度との調整が図られており，成果物が特許で保護
された場合には利益配分が義務化され，育成者権で保護
された場合は任意とする考え方は容認できる。③多国間
制度の利益配分率として採用される売上高の 0.77%は，
わが国の種苗業者にとって概ね適正なレベルである。④
利益配分に関するアフリカ方式は，受領者のコスト負担
が多くなり選択しないほうがよいと考えられた。
3． 食料農業植物遺伝資源条約の遵守と標準材料移転契
約における紛争解決に関する考察
わが国が ITPGR に加入する場合，ITPGR 遵守制度
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＊（独）農業・食品産業技術総合研究機構近畿中国四国農業研究センター所長（育種遺伝学）
と SMTAの紛争解決制度が国内法等に照らして障害と
なるかどうかを考察した。
この結果，ITPGRにおける遵守制度によりわが国に
求められることは，5年に一度の国別報告書の提出，関
係者への普及啓蒙，農民の権利の実現等であり，これら
は加入への大きな障害にはならないと結論した。また，
SMTAが採用している紛争解決制度について，手続き
の透明さが確保されているとともに，わが国では既に対
応できる法制度が整っているため，特段の措置の必要な
く条約に加入できると結論した。
4． 植物遺伝資源を巡る新たな国際状況における品種保
護制度の課題とわが国の今後の対応方向に関する考察
ITPGRと UPOV条約等の植物品種保護制度は密接に
関連していることから，ITPGRの国内実施措置の検討
にあたっては，これらの諸制度間の整合関係を明確にす
る必要がある。このため，ITPGRと UPOV条約との関
係および相互補完的な機能を検証した。
この結果，両条約の法制度上の不整合は生じないが，
各国が条約の義務を履行する段階で不整合が生じる可能
性を指摘した。また，わが国の品種保護制度として，国
内の在来品種を保護するための保護基金を設立し，農家
による圃場での生息域内保全に係る小規模なプロジェク
トや地域遺伝資源保存機関の運営の支援等を行うことに
より在来品種保護制度を確立すること等を提言した。
5． 農民の権利に関する国内外の情勢と今後のわが国の
対応
ITPGR第 9条の農民の権利を実現する責任は各国政
府にあるため，農民の権利の内容の明確化とその実現方
策を検討した。その結果，農民の権利の内容とその実現
にあたっての優先順位を明らかにするため，農民の権利
を 3分類した。また，わが国における農民の権利の実現
のため，①在来品種および関連する TKを保存，利用ま
たは提供している農家，小規模種苗業者，趣味園芸家，
NGO等の活動を支援する，②在来品種および関連する
伝統的知識を活かした地域内消費の取り組みを支援する
こと，③農民の権利を実現する活動における意思決定過
程への農民の参画を進めること等を提言した。
6． 要約と結論
第 1章から第 5章における考察および提言を踏まえ，
次の 3点について結論するとともに，最後にこれらの結
論の持つ社会的意義について考察した。すなわち，①
ITPGR加入の必要性，② ITPGR多国間制度を品種保
護制度の一形態として考える，③ ITPGR多国間制度を
モデルにしたわが国における在来品種保護制度の提案の
3点である。そして，ITPGRの多国間制度と UPOV条
約等の新品種保護制度は互いに関連する相互補完的な関
係にあると認識し，両制度を柱とする品種保護制度を整
備することにより，わが国の農業を支える種子の保全・
利用システムの確立と CBD等の新たな国際制度が求め
ている遺伝的多様性に富む農業の振興を図ることができ
ると結論した。また，ITPGRの多国間制度をモデルと
して，農民の権利の考え方の普及とその実現および基金
の設立を通じた在来品種保護制度を構築することを提言
した。
審査報告概要
1993年に発効した生物多様性条約は植物遺伝資源へ
の各国の主権的権利を認めたために，植物遺伝資源の自
由な利用を阻むことになった。そこで，2001年に発効
した食料農業植物遺伝資源条約（ITPGR）では生物多
様性条約内での植物遺伝資源の利用を進めることとした
が，日本は加盟していない。本論文はこの条約に日本が
加盟するための条件と農民の権利について検討したもの
である。本研究の考察では，条約に加盟しても日本の利
益が損なわれないこと，ITPGRを品種保護制度の一形
態ととらえて，日本の在来品種保護制度に利用すること
を提案した。
日本政府はまもなく ITPGRに加盟することを決議す
る。本研究の遂行課程で示された提案は，ITPGR加盟
を後押しする解釈を示すことができたと考えられる。
よって，審査員一同は博士（国際農業開発学）の学位
を授与する価値があると判断した。
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